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　茨城県の南西端にあり、都心から40km圏内に位置している。
昭和30年、「守谷町」ができた当時の人口は約１万２千人だっ
たが、公団や民間ディベロッパーなどの開発により人口が増加
し、平成14年２月２日に単独で市制施行された。平成17年８月
24日にはつくばエクスプレスが開通し、さらに人口が増加し、現
在７万人を超えている。
　平地林などの自然環境を保全しながら、守谷駅周辺を中心と
した都市的な環境整備が進められている。
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総　 務　 部－総務課、 税務課、納税課、管財課

生活経済部－市民協働推進課、人権推進課、交通防災課、
　　　　　　　　　総合窓口課、経済課、生活環境課

健幸福祉部－福祉事務所－社会福祉課、介護福祉課、
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新守谷駅周辺土地区画整理事業の施行
により、公共施設を整備し、生活サービス
施設や企業立地による土地利用を進め
ることで、新たな市街地の付加価値を高
め市の魅力向上を図る。

＜重点課題＞
　・「わくわく子育て王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「いきいきシニア王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「地域主導・住民主導」によるまちづくり
　・「スマートデジタル王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「王国もりや」の未来創り

＜特色ある行政＞
　・子どもの任意予防接種費用の公費負担
　・市民生活総合支援アプリ『Morinfo(もりんふぉ)』の導入
　・認証保育園委託事業
　・市内全小中学校に学習支援ティーチャーを配置
　・子育て包括支援センターによる子育てサポート
　・協働による地域活性化を目的としたまちづくり協議会制度の導入
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昭和60年建設の御所ケ丘中学校校舎の
大規模改修工事を行い、施設の長寿命
化及び教育環境の向上を図る。

守谷市DX推進計画に基づき、市民の利
便性向上や行政のデジタル化及び効率
化を図るための取組を推進する。

常磐高速道路守谷サービスエリアに設
置検討されているスマートインターチ
ェンジの整備並びに周辺企業の物流の
効率化及び渋滞軽減を図る。

ヤクルト２軍施設を含んだ総合公園を整
備し、市民のレクリエーションやスポーツ
を楽しむ環境を創出することで、市民の
健康増進を図るとともに、市の活性化と
認知度アップを目指す。

98.9

①主要施策実施状況

＜主要施策等＞
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④市町村税の状況（令和３年度）
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＜公共施設整備状況＞（令和３年度）
※１は令和４年度
道路改良率・舗装率は令和２年
度
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＜財政状況＞
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将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)
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[28.8]( 350.0 )％
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％

-
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百万円
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※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

標準財政規模（令和４年度） [16,143]

[24,378]

百万円積立金現在高（C)

経常収支比率

[5,315]

[26,406]

[85.7]85.0
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地方債現在高（A)
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債務負担行為支出予定額（B)
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・普通会計に関する主な指標

-

実質公債費比率 [6.3]
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％

(17.87 )
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％連結実質赤字比率
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13.84,357

23.6
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13,346
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うち補助

投資的経費

△ 15
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5.3

－

2,049
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32.7

2.0
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新守谷駅周辺土
地区画整理事業

R５ 270
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将来負担比率


